
証券コード　6101
平成29年５月26日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋富沢町12番20号

代表取締役 ＣＥＯ西 嶋 尚 生

第114期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第114期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書

用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月20日(火曜日)午後５時30分

までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月21日（水曜日）午前10時

２．場 所 新潟県長岡市東蔵王１丁目１番１号　当社長岡工場会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第114期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第114期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書

類報告の件
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決 議 事 項

  第１号議案

　第２号議案

　第３号議案

  取締役９名選任の件

  監査役１名選任の件

当社執行役員およびこれに準ずる使用人に対して、特に有利な条

件により株式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約

権の募集事項の決定を当社取締役会に委任する件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さい。また、議事資料として、本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげま

す。

◎次の事項につきましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（http://www.tsugami.co.jp/）に掲載しておりますので

本招集ご通知の提供書面には掲載しておりません。

①　新株予約権等の状況

②　連結計算書類の連結注記表

③　計算書類の個別注記表

なお、本招集ご通知の提供書面に記載しております連結計算書類および計算書類

は会計監査人および監査役が会計監査報告および監査報告の作成に際して監査した

連結計算書類および計算書類の一部であります。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた

場合は、上記の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1)当事業年度の事業の状況

①事業の経過および成果

当期におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢に改善がみられるなど緩や

かな回復基調が続いてきました。

工作機械業界におきましても、国内市場、欧州・米国市場とも緩やかに伸長

してきております。また、中国市場では第３四半期以降回復の動きが各産業に

みられました。

このような状況の下、当社グループは自動車部品関連をはじめ幅広い業種に

販売を推進し売上高は前期比増収となり、利益面では増収要因に加え固定資産

の売却益計上などもあり前期比増益となりました。

売上高は、前期比2.3％増の41,050百万円となりました。

国内売上は前期比8.8％減の10,305百万円、海外売上は同6.6％増の30,744百万

円となり、海外比率は前期の71.8％から74.9％となりました。

また、機種別の売上では、主力の自動旋盤は前期比8.4％増の34,217百万円、

研削盤は同24.3％減の3,332百万円、マシニングセンタは同12.3％減の500百万

円、転造盤・専用機は同18.1％減の2,723百万円となりました。

利益面につきましては、営業利益は前期比45.1％増の3,083百万円、経常利益

は同160.0％増の2,848百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は同199.8％増

の2,630百万円となりました。

②設備投資の状況

イ.当年度中に取得した主要設備

当社長岡工場　　　　　　　　 工作機械製造設備の増設

津上精密机床(浙江)有限公司　 工作機械製造設備の増設

上記等の投資総額は311百万円で、自己資金を充当いたしました。

ロ.当年度中に実施した重要な固定資産の売却

当社信州工場（遊休資産）の売却

③資金調達の状況

当年度中は、社債および新株式の発行による資金調達は実施しておりません。
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(2)直前３事業年度の財産および損益の状況
（単位：百万円）

区 分
第111期

平成25年度
第112期

平成26年度
第113期

平成27年度

第114期
平成28年度

(当連結会計年度)

売 上 高 32,225 54,132 40,132 41,050

経 常 利 益 1,932 7,745 1,095 2,848

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

344 5,297 877 2,630

１株当たり当期純利益 4.72円 74.37円 13.04円 41.91円

総 資 産 52,250 56,829 47,859 50,127

純 資 産 31,587 37,279 32,594 31,462

１株当たり純資産額 428.18円 522.94円 473.78円 510.43円

(3)重要な親会社および子会社の状況

①親会社の状況

　　該当はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱ツガミマシナリー 60百万円 100.0％ 工作機械の部品の販売および据付修理

㈱ツガミ総合サービス 42百万円 100.0 工場構内の建物、設備の点検・保守、損保代理業務

津上精密机床(浙江)有限公司 287
百万
人民元

100.0
(100.0)

工作機械の製造販売

浙江品川精密機械有限公司 35
百万
人民元

100.0
(100.0)

工作機械用鋳物の製造販売

TSUGAMI KOREA CO.,LTD. 1,000
百万
ウォン

100.0 工作機械の販売

津上精密機床(中國)有限公司 3香港ドル 100.0 持株会社

津上精密機床(香港)有限公司 490
百万

香港ドル
100.0
(100.0)

持株会社

T S U G A M I  P R E C I S I O N  
ENGINEERING INDIA PRIVATE
LIMITED

495
百万

ルピー
90.9
(15.1)

工作機械の製造販売

(注)当社の議決権比率( )内は間接所有割合で内数であります。
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(4)対処すべき課題
（中長期的課題）

当社グループは、中長期的戦略として、以下の重点課題に対し積極的に取り組
んでおります。
①成長分野を狙った新製品の投入

今後、成長が期待される分野、例えば環境・省エネ対応が求められる自動車
向け部品、更に高度化するＨＤＤ・ＩＴ分野・医療分野等に、お客様の要請に
十分応えられる新製品の市場投入に全力で取り組んでまいります。

②成長地域を狙った事業戦略
引き続き重視しなければならないアジア市場（中国・東南アジア・インド

等）への生産・販売・アフターサービス体制の更なる強化を図ってまいります。
③経営の効率化と顧客満足度の向上

企業グループとしての総合力を高めるため、関係会社も含め営業・生産・管
理体制の強化と高効率経営を図ってまいります。

また、引き続きお客様のニーズに合致した新製品の提供とサービスの充実に
努め、常に顧客満足度の向上を目指し、お客様に信頼される経営に全力で取り
組んでまいります。

以上のような活動と同時に環境保全やコンプライアンスなど、ＣＳＲ活動に
も積極的に取り組み、株主やお客様をはじめとする全てのステークホルダーの
皆様に信頼される企業として、最大限の経営努力をしてまいります。

(5)主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
精密工作機械の製造および販売

(6)主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）
①当　社

名 称 所　　　在　　　地

本 社 東 京 都 中 央 区

営 業 所 東京、長岡、諏訪、名古屋、大阪

長 岡 工 場 新 潟 県 長 岡 市

高 見 工 場 新 潟 県 長 岡 市

（注）新潟工場は、当事業年度より使用を休止しております。

②子会社

名 称 所　　　在　　　地

㈱ツガミマシナリー 神 奈 川 県 川 崎 市

㈱ツガミ総合サービス 新 潟 県 長 岡 市

津上精密机床(浙江)有限公司 中 国 浙 江 省

浙江品川精密機械有限公司 中 国 浙 江 省

TSUGAMI KOREA CO.,LTD. 韓 国 ア ン ニ ャ ン 市

TSU G A M I P R E C I S I O N
E N G I N E E R I N G I N D I A
PRIVATE LIMITED

インド
タミル・ナードゥ州オラガダム
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(7)使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

1,959（95）名 345名増（10名減）

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平
均人員を外数で記載しております。使用人数が前連結会計年度末に比べ 345
名増加しましたのは、主として津上精密机床（浙江）有限公司において増加
したことによります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

439(83)名 0名増(10名減) 42.6歳 18.0年

（注）使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平
均人員を外数で記載しております。

(8)主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 － 百万円

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 － 百万円

株式会社北越銀行 － 百万円

三井住友銀行(中国)有限公司 1,741百万円 (107百万元)

三菱東京ＵＦＪ銀行(中国)有限公司 1,628百万円 (100百万元)

みずほ銀行(中国)有限公司   814百万円 ( 50百万元)

(9)剰余金の配当等の決定に関する方針

当社グループは今後とも、時代の変化に対応した開発投資を積極的に行い、

競争力の一層の強化、経営の効率化に引き続き取り組むことにより、企業グル

ープの総合力を高め、株主の皆様に利益還元を図ることが基本と考えておりま

す。従いまして、企業体質の強化を図るとともに、安定配当を確保すべくグル

ープをあげて努力してまいります。

また、株主還元策の一環としての自己株式取得につきましては、機動的な資

本政策の遂行を可能とすること等を目的として、その必要性、財務状況、株価

動向等を総合的に判断いたしまして適切に対応してまいります。

平成29年３月期の剰余金の配当につきましては、１株につき中間配当金８円、

期末配当金８円の年間16円とさせていただきました。

また、平成30年３月期の剰余金の配当につきましては、１株につき中間配当

金８円、期末配当金８円の年間16円とさせていただく予定であります。
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２．会社の現況

(1)株式の状況（平成29年３月31日現在）

①発行可能株式総数 320,000,000株

②発行済株式の総数 64,919,379株

（注）平成28年8月10日付で実施した自己株式の消却により前期末と比べて

10,000,000株減少しております。

③株主数 8,425名

④大株主（上位10名）

　株  主  名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 3,392 5.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3,149 5.24

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 東京精密口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

2,592 4.32

第一生命保険株式会社 2,100 3.50

ＤＭＧ森精機株式会社 2,000 3.33

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ ＧＴＳ  
ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ  ＥＳＣＲＯＷ
常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部

1,748 2.91

ＣＢＮＹ－ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡＹ
常任代理人 シティバンク銀行株式会社証券業務部

1,619 2.69

株式会社三井住友銀行 1,516 2.52

株式会社北越銀行 1,484 2.47

ツガミ取引先持株会 1,180 1.96

(注)１．持株比率は自己株式を控除して計算しており、小数点第３位以下を切り

捨てて表示しております。

２．みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 東京精密口 再信託受託者 資

産管理サービス信託銀行株式会社の持株数2,592千株は、株式会社東京

精密が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使

の指図権は株式会社東京精密が留保しております。また、当社は、株式

会社東京精密の株式1,033千株(出資比率2.49%)を所有しております。

３．当社は、自己株式を4,930千株保有しておりますが、上記大株主からは

除外しております。
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４．第一生命保険株式会社は、平成28年10月１日付で会社分割により持株会

社へ移行し、「第一生命ホールディングス株式会社」に商号変更してお

ります。なお、同社は保有するすべての当社株式を、同社の完全子会社

である第一生命保険株式会社に承継しております。
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(2)会社役員の状況

①取締役および監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地　位 氏　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役CEO 西嶋　尚生

代表取締役COO 本間　利雄 管理部門統括

代表取締役COO 新嶋　敏治 技術部門統括

取締役 邊　　宰賢 TSUGAMI KOREA CO.,LTD.社長

取締役 中川　威雄 ファインテック㈱ 代表取締役会長

取締役 西山　　茂

取締役 島田　邦雄 島田法律事務所 代表パートナー

常勤監査役 早崎　敬二

監査役 山田　健司

監査役 内ヶ崎守邦

監査役 吉田　　均 ㈱東京精密 代表取締役社長ＣＥＯ
監査役 寺本　秀雄 第一生命ホールディングス㈱ 取締役専務執行

役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ推進本部長
第一生命保険㈱ 取締役専務執行役員

(注)１.取締役 中川威雄氏、西山茂氏、島田邦雄氏は、社外取締役であります。
２.監査役 内ヶ崎守邦氏、吉田均氏、寺本秀雄氏は、社外監査役であります。
３.取締役 中川威雄氏、島田邦雄氏、監査役 寺本秀雄氏につきましては、東京証券取引所

に対し、独立役員として届け出ております。
４.当事業年度中の取締役および監査役の異動は次のとおりであります。

取締役 唐東雷氏は、平成29年２月13日に取締役を辞任いたしました。なお、同氏は退
任時において津上精密机床（浙江）有限公司の副董事長兼総経理であり、現在も同一職
務であります。

②責任限定契約の内容の概要

当社は、非業務執行取締役である中川威雄氏、西山茂氏、島田邦雄氏、監査

役である山田健司氏、内ヶ崎守邦氏、吉田均氏、寺本秀雄氏との間で会社法第

427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額

であります。
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③取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区　　　　　　　分 員　　　数 報 酬 等 の 総 額

取　　　締　　　役
（うち社外取締役）

8名
(3)

174百万円
(28)

監　　　査　　　役
（うち社外監査役）

5
(3)

57
(28)

合　　　　　　　計
（うち社外役員）

13
(6)

232
(56)

(注)１.上記には、平成29年２月13日に退任した取締役１名を含んでおります。
２.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３.取締役の報酬等の額は、第109期定時株主総会において金銭報酬額として年額250百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、また、この報酬等の額とは別に株式報酬
型ストックオプションとして割り当てる新株予約権に関する報酬等の額を年額80百万
円以内と決議いただいております。

４.監査役の報酬等の額は、第103期定時株主総会において金銭報酬額として年額60百万円
以内、また第104期定時株主総会において、この報酬等の額とは別に株式報酬型ストッ

クオプションとして割り当てる新株予約権に関する報酬等の額を年額20百万円以内と

決議いただいております。

５.報酬等の総額には、以下のものも含まれております。

・ストックオプションによる報酬額

取 締 役 ８名 40百万円（うち社外取締役 ３名 ４百万円）

監 査 役 ５名 12百万円（うち社外監査役 ３名 ４百万円）
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④社外役員に関する事項

イ.他の法人等との兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

地　位
氏　名

兼 職 先 兼 職 内 容 当社と兼職先との関係

取締役
中川 威雄

ファインテック㈱

ファナック㈱

オーエスジー㈱

シャープ㈱

代表取締役会長

監査役

取締役

取締役

当社はファインテック㈱との間
に製品販売等の、ファナック㈱
との間に製品仕入等の取引があ
ります。当社とオーエスジー㈱
およびシャープ㈱との間には特
別の利害関係はありません。

取締役
西山　 茂

三井製糖㈱ 監査役
当社と三井製糖㈱との間には、
特別の利害関係はありません。

取締役
島田 邦雄

島田法律事務所

ヒューリックリート
投資法人

代表パートナー

監督役員

当社と島田法律事務所、ヒュー
リックリート投資法人との間に
は、特別の利害関係はありませ
ん。

監査役
内ヶ崎守邦

ＤＭＧ森精機㈱

㈱太陽工機

顧問

監査役

当社とＤＭＧ森精機㈱、㈱太陽
工機との間には、特別の利害関
係はありません。

監査役
吉田　 均

㈱東京精密
代表取締役社長
ＣＥＯ

当社は㈱東京精密との間に製品
仕入等の取引があります。

監査役
寺本 秀雄

第一生命ホールデ
ィングス㈱

第一生命保険㈱

取締役専務執行
役員ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ推
進本部長

取締役専務執行
役員

当社は第一生命保険㈱との間に
企業年金保険等の保険契約があ
ります。
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ロ.当事業年度における主な活動状況

　氏　　名 主な活動状況

取締役 中 川 威 雄

当期開催の取締役会12回のうち12回に出席し、必要に

応じ、製造業全般にわたる深い見識と経験豊富な経営

者の観点から発言を行っております。

取締役 西 山 　 茂

当期開催の取締役会12回のうち12回に出席し、必要に

応じ、主に経験豊富な経営者の観点から発言を行って

おります。

取締役 島 田 邦 雄

当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、必要に

応じ、主に経験豊富な弁護士の観点から発言を行って

おります。

監査役 内ヶ崎 守邦

当期開催の取締役会12回のうち11回に、また、監査役

会５回のうち５回に出席し、必要に応じ、主に経験豊

富な経営者の観点から発言を行っております。

監査役 吉 田 　 均

当期開催の取締役会12回のうち10回に、また、監査役

会５回のうち５回に出席し、必要に応じ、主に経験豊

富な経営者の観点から発言を行っております。

監査役 寺 本 秀 雄

当期開催の取締役会12回のうち10回に、また、監査役

会５回のうち５回に出席し、必要に応じ、主に経験豊

富な経営者の観点から発言を行っております。

(注)上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第23条の規定に基づき、

取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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(3)会計監査人の状況

①名称　　　新日本有限責任監査法人

②報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

61百万円

(注)１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算
出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

３.津上精密机床(浙江)有限公司は、会計監査人以外の公認会計士が計算関係書類の監査をして
おります。

③非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して中国子会社のIPOに関連した保証報告書作成業務

の対価を支払っております。

④会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関す

る議案の内容を決定いたします。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340

条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意

に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選

定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人

を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の

目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断したうえで、

株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

⑤責任限定契約の内容の概要

契約はありません。

⑥会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、平成27年12月22日、金

融庁から、契約の新規の締結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日か

ら同年３月31日まで）の処分を受けました。当社は、同監査法人の再発防止に

向けた改善への取り組みおよび当社に対する監査業務は適正かつ厳格に遂行

されていることを評価し、今後も同監査法人による継続的な監査を行うことが

最善との判断に至っております。
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(4)業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
当社は、企業価値の持続的な拡大のため、業務の適正および財務報告の信頼性

を確保するための体制（内部統制システム）を構築しております。
当社は、取締役会において内部統制システムの基本方針を以下のように決定し

ております。
①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制
イ.当社の取締役会はコンプライアンスを経営の重要課題の一つとして位置付け、

健全な社会規範の下で業務を遂行するため「ツガミグループ行動規範」を制
定しコンプライアンス方針を定める。

ロ.当社の取締役および使用人が法令、定款その他社内規則および社会規範等に
違反する行為を発見した場合の通報制度として「内部通報制度」を構築する
とともに通報者の保護を図る。

ハ.当社ＣＥＯ直轄部署として「監査室」を設置し、コンプライアンスの実施状
況を内部監査する。

ニ.当社は監査役会設置会社であり、取締役の職務執行については監査役会の定
める監査役監査基準に基づき監査を実施する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、取締役会議事録、稟議書その他取締役の職務の執行に係る文書その

他の情報を文書管理規程および情報セキュリティ管理規程等の社内規程に従っ
て適切に保存および管理する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、事業活動に係る様々なリスクの管理と顕在化を未然に防止するため、

リスク管理委員会を設置しリスク情報を収集・分析して予兆の早期発見を行う
とともに、万一、リスクが発生したときには、迅速かつ的確な施策ができるよ
うに規程およびマニュアル等を整備して、リスク管理体制を構築する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ.当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規則により定めている

事項およびその付議基準に該当する事項は、すべて取締役会に付議すること
を遵守して重要事項の決定を行う。

ロ.また、毎月定期的に経営会議を開催し、経営情報の共有化を図るとともに、
重要な業務執行に関する事項について協議し、機動的な意思決定を行い、経
営の効率化を進める。

⑤当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ.子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、グループ会社管理規程を定め、子会社の経営内容を的確に把握す
るために、毎月「子会社業務報告会議」を開催し、子会社はその月次業績、
財務状況その他の重要な情報を報告する。

ロ.子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、「リスク管理規程」および「リスク管理実施要領規程」に従って、

グループ事業を取り巻く様々なリスクの顕在化の未然防止または最小化のた
めに、リスク管理委員会を必要に応じ開催し、リスクの把握および適切な対
策を講じる。
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ハ.子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制

当社は、子会社の経営の自主性を尊重するとともに、毎月定期的に開催さ
れる経営会議等で、重要事項の事前協議を行い、子会社の取締役会において
決議することにより、効率性を確保する。

ニ.子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制
a.当社は、「ツガミグループ行動規範」に基づき、子会社のコンプライアン

ス遵守体制を確保する。
b.毎月定期的に開催される経営会議に子会社の取締役等も参加し、内部統制

に関する協議を進める。
c.内部監査部門（監査室）は、子会社が業務の執行において法令・社内規程

およびコンプライアンスを遵守していることを確認する。
⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項
イ.当社は、監査役から請求がある場合は、監査役を補助すべき使用人（補助使

用人）を置くことができる。
ロ.当社は、企業規模、業種、経営上のリスクその他当社固有の事情を考慮し、

監査の実効性の確保の観点から、補助使用人の体制の強化に努める。

⑦前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対する監

査役の指示の実効性の確保に関する事項

イ.当社は、補助使用人の取締役からの独立性の確保に努める。

ロ.当社は、補助使用人の独立性の確保に必要な下記事項の明確化などに取り組

む。

a.補助使用人の権限

b.補助使用人の属する組織

c.取締役の補助使用人に対する指揮命令権を排除する。

d.補助使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等に対する監査役の同意権を

付与する。

⑧監査役への報告に関する体制

イ.当社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制

取締役及び使用人は、その職務の執行に関して、次の事項を遅滞なく監査

役に報告する。

a.会社に著しい影響を及ぼしうる重要な事実を発見したときは、その事実に

関する事項

b.法令・定款に違反する、またはその恐れがある行為を発見した場合は、そ

の事実に関する事項

c.内部監査部門（監査室）の内部監査の結果

d.内部通報制度の運用状況及び通報の内容
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ロ.子会社の取締役、監査役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた

者が当社の監査役に報告するための体制

a.子会社の役員および使用人は、法令・定款に違反する、またはその恐れが

ある行為、あるいは会社に著しい影響を及ぼしうる重要な事実を発見した

ときは、遅滞なく当社の監査役に報告する。

b.子会社の内部監査部門は、子会社における内部監査の結果を当社の監査役

に報告する。

⑨監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

当社は、前項の監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利

な取扱いを受けない旨の体制の整備に努める。

⑩監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役がその職務の執行に関して費用の前払などの請求をしたとき

は、当該請求に係る費用などが当該監査役の職務の執行に必要でないことを証

明しうる場合を除き、速やかに当該請求に応じる。

⑪その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ.監査役は、代表取締役と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題について意

見交換を行う。

ロ.監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行う

とともに、必要に応じて、会計監査人に報告を求める。

ハ.監査役は、内部監査部門（監査室）と密接な連携を保ちつつ、必要に応じて

内部監査部門に調査を求めることができる。

⑫財務報告の信頼性を確保するための体制

イ.財務報告の信頼性確保および金融商品取引法の定める内部統制報告書の有効

かつ適切な提出のため、内部統制報告制度を整備する。

ロ.内部統制システムと金融商品取引法およびその他の関係法令との適合性を確

保するために、その仕組みを継続的に評価し、必要な是正を行う。

ハ.本制度の運用におけるモニタリング、評価、改善支援は内部監査部門（監査

室）を責任部署として実施する。

⑬反社会的勢力を排除するための体制

イ.社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅

然とした姿勢で組織的に対応する。

ロ.反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、警察、弁護士、企業防衛協

議会等の外部専門機関とも連携して対応する。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況）

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況は以下の通り

であります。

①コンプライアンス体制

当社は、コンプライアンス方針を定めた「ツガミグループ行動規範」を当社

グループの全社員に配布し、法令および定款を順守するための取組みを継続的

に行っております。また、内部通報制度の構築、内部監査部門（監査室）によ

るコンプライアンス実施状況についての内部監査実施などにより実効性向上に

努めております。

②リスク管理体制

「リスク管理規程」および「リスク管理実施要領規程」に従い、適宜「リス

ク管理委員会」を開催し、当社グループのリスクの状況把握、監視を行い、適

切な対策を講じてきました。また、その状況は適宜取締役会等に報告し協議を

行うなどリスク管理の強化に取り組んでおります。

③取締役の職務執行

当社は「取締役会規則」に基づき、原則として毎月1回取締役会を開催し、法

令または定款に定められた事項および経営上重要な事項の決議を行うとともに、

取締役の職務執行の監督を行っております。また、社外取締役を選任し、取締

役会による当社取締役の職務執行の監督機能を強化しております。

④グループ管理体制

「グループ会社管理規程」に基づき、毎月開催される「経営会議」「子会社

業務報告会議」等において、子会社は月次業務、財務状況その他重要な情報を

報告しております。また、内部監査部門（監査室）が重要な子会社の業務監査

を定期的に実施しております。

⑤監査役の職務執行

監査役は、定例の監査役会を開催している他、取締役会および経営会議など

の重要な会議に出席しております。また、業務執行に関する重要な文書を閲覧

し、必要に応じて当社取締役および使用人に説明を求めております。当社代表

取締役、会計監査人および内部監査部門（監査室）と定期的な情報交換を行い、

監査の有効性の確保を図っております。

－ 17 －



連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
(単位：百万円)

科　　目 金 額 科　　目 金 額

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 収 消 費 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 連 会 社 株 式

関係会社出資金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

32,468

4,666

9,846

7,108

3,756

5,249

718

488

676

△41

17,659

8,196

4,636

2,874

450

17

0

217

649

8,813

7,157

11

915

593

2

131

流 動 負 債 16,762

支払手形及び買掛金 9,606

短 期 借 入 金 4,183

未 払 法 人 税 等 525

賞 与 引 当 金 232

製品保証引当金 322

そ の 他 1,892

固 定 負 債 1,902

繰 延 税 金 負 債 1,125

役員退職慰労引当金 22

退職給付に係る負債 718

そ の 他 36

負 債 合 計 18,665

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 27,087

資 本 金 12,345

資 本 剰 余 金 478

利 益 剰 余 金 17,250

自 己 株 式 △2,986

その他の包括利益累計額 3,533

その他有価証券評価差額金 3,308

為替換算調整勘定 329

退職給付に係る調整累計額 △104

新 株 予 約 権 842

純 資 産 合 計 31,462

資 産 合 計 50,127 負債・純資産合計 50,127
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連 結 損 益 計 算 書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 41,050

売 上 原 価 31,418

売 上 総 利 益 9,631

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,547

営 業 利 益 3,083

営 業 外 収 益 325

受 取 利 息 23

受 取 配 当 金 141

受 取 保 険 金 59

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 11

そ の 他 89

営 業 外 費 用 560

支 払 利 息 185

手 形 売 却 損 90

為 替 差 損 25

支 払 手 数 料 156

そ の 他 102

経 常 利 益 2,848

特 別 利 益 954

固 定 資 産 売 却 益 871

新 株 予 約 権 戻 入 益 35

補 助 金 収 入 47

特 別 損 失 135

固 定 資 産 除 却 損 91

固 定 資 産 売 却 損 7

減 損 損 失 26

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,666

法人税、住民税及び事業税 1,076

法 人 税 等 調 整 額 △40

当 期 純 利 益 2,630

親会社株主に帰属する当期純利益 2,630
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連結株主資本等変動計算書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合    計

平成28年４月１日期首残高 12,345 5,884 15,653 △4,837 29,045

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,034 △1,034

親会社株主に帰属する当期純利益 2,630 2,630

自己株式の取得 △3,734 △3,734

自己株式の処分 △25 204 179

自己株式の消却 △5,380 5,380 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △5,405 1,596 1,850 △1,958

平成29年３月31日期末残高 12,345 478 17,250 △2,986 27,087

 その他の包括利益累計額

新 株
予 約 権

純 資 産
合   計

そ の 他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

平成28年４月１日期首残高 1,779 991 △123 2,647 900 32,594

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △1,034

親会社株主に帰属する当期純利益 2,630

自己株式の取得 △3,734

自己株式の処分 179

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

1,528 △662 19 885 △58 826

連結会計年度中の変動額合計 1,528 △662 19 885 △58 △1,131

平成29年３月31日期末残高 3,308 329 △104 3,533 842 31,462
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貸　借　対　照　表

（平成29年３月31日現在）
(単位：百万円)

科　　目 金 額 科　　目 金 額

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

製 品 ・ 商 品

仕 掛 品

原材料・貯蔵品

未 収 消 費 税 等

預 け 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工具・器具備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社出資金

関係会社長期貸付金

長 期 貸 付 金

そ の 他

17,756

2,171

125

6,213

4,804

1,107

1,891

715

270

280

224

△48

15,575

2,699

1,810

45

255

0

119

450

17

58

10

46

1

12,817

7,157

3,913

1,056

611

1

77

流 動 負 債 6,913

支 払 手 形 4,038

買 掛 金 1,744

未 払 金 162

未 払 費 用 276

未 払 法 人 税 等 148

製品保証引当金 177

賞 与 引 当 金 169

そ の 他 196

固 定 負 債 1,709

繰 延 税 金 負 債 1,121

退職給付引当金 551

そ の 他 36

負 債 合 計 8,622

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 20,721

資 本 金 12,345

資 本 剰 余 金 478

その他資本剰余金 478

利 益 剰 余 金 10,884

利 益 準 備 金 49

その他利益剰余金 10,834

繰越利益剰余金 10,834

自 己 株 式 △2,986

評価・換算差額等 3,308

その他有価証券評価差額金 3,308

新 株 予 約 権 679

純 資 産 合 計 24,708

資 産 合 計 33,331 負債・純資産合計 33,331
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損　益　計　算　書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 28,601

売 上 原 価 24,374

売 上 総 利 益 4,227

販売費及び一般管理費 4,137

営 業 利 益 89

営 業 外 収 益 779

受 取 利 息 12

受 取 配 当 金 587

賃 貸 料 収 入 41

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3

為 替 差 益 21

受 取 保 険 金 55

そ の 他 58

営 業 外 費 用 161

貸 与 資 産 費 用 30

売 上 割 引 6

手 形 売 却 損 64

休 止 費 用 27

そ の 他 33

経 常 利 益 706

特 別 利 益 905

固 定 資 産 売 却 益 869

新 株 予 約 権 戻 入 益 35

特 別 損 失 114

固 定 資 産 除 却 損 70

固 定 資 産 売 却 損 7

減 損 損 失 26

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9

税 引 前 当 期 純 利 益 1,497

法人税、住民税及び事業税 248

法 人 税 等 調 整 額 △4

当 期 純 利 益 1,253
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株主資本等変動計算書

（ 平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益

剰 余 金
利 益

剰 余 金

合 計
繰 越 利 益
剰 余 金

平 成2 8年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 12,345 5,884 － 5,884 － 10,665 10,665

事 業 年 度 中 の 変 動 額

準備金から剰余金への振替 △5,884 5,884 －

剰余金の配当 49 △1,084 △1,034

当期純利益 1,253 1,253

自己株式の取得

自己株式の処分 △25 △25

自己株式の消却 △5,380 △5,380

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事 業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － △5,884 478 △5,405 49 168 218

平 成2 9年 ３ 月3 1日 期 末 残 高 12,345 － 478 478 49 10,834 10,884

株主資本 評価・換算差額等

新 株 予 約 権
純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ･ 換 算
差 額 等 合 計

平 成2 8年 ４ 月 １ 日 期 首 残 高 △4,837 24,057 1,779 1,779 736 26,574

事 業 年 度 中 の 変 動 額

準備金から剰余金への振替

剰余金の配当 △1,034 △1,034

当期純利益 1,253 1,253

自己株式の取得 △3,734 △3,734 △3,734

自己株式の処分 204 179 179

自己株式の消却 5,380 － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事 業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ）

1,528 1,528 △57 1,471

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 1,850 △3,336 1,528 1,528 △57 △1,865

平 成2 9年 ３ 月3 1日 期 末 残 高 △2,986 20,721 3,308 3,308 679 24,708
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

株式会社ツガミ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 塚 田 一 誠 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 黒 英 史 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ツガミの平成
28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

監査意見
  当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社ツガミ及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

株式会社ツガミ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 塚 田 一 誠 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 黒 英 史 

  当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ツガミ
の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第114期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監査報告書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第114期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な
会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要
な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会
社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る事業報告およびその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書
並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書および連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す｡ また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であ

ると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であ
ると認めます。

平成29年５月11日

　　株式会社ツガミ　監査役会

常勤監査役 早 崎 敬 二 

監 査 役 山 田 健 司 

監 査 役 内ヶ崎　守　邦 

監 査 役 吉 田 　 均 

監 査 役 寺 本 秀 雄 

(注)　監査役 内ヶ崎守邦、吉田 均、寺本秀雄は、会社法第２条第16号及び第
335条第３項に定める社外監査役であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役９名選任の件

取締役全員（７名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営体制強化のため２名を増員し、取締役９名の選任をお願

いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有当社
株 式 数

１
にし

西
じま

嶋
たか

尚
お

生
(昭和22年12月14日生)

昭和45年５月　㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)

入行

平成11年２月　㈱東京精密営業副本部長

平成11年５月　当社営業開発部長

　　　　　　　津上工販㈱常務取締役

平成12年６月　当社取締役統轄本部営業開発

              部長

平成15年４月　当社代表取締役社長

平成18年４月　当社代表取締役社長執行役員

平成24年４月　当社代表取締役ＣＥＯ会長

　　　　　　　兼 社長執行役員(現任)

10千株

２
にい

新
じま

嶋
とし

敏
はる

治

(昭和29年11月14日生)

昭和54年11月　当社入社

平成15年10月　当社技術本部自動旋盤

　　　　　　　グループ グループリーダー

平成18年４月　当社常務執行役員

              技術本部長

平成20年６月　当社取締役常務執行役員

              技術本部長 兼 生産本部

              副本部長 兼 長岡工場長

平成21年４月　当社取締役専務執行役員

              長岡工場長

平成21年６月　当社代表取締役専務執行役員

              長岡工場長

平成24年４月　当社代表取締役ＣＯＯ

              工場管理部門統括

平成26年12月　当社代表取締役ＣＯＯ

　　　　　　　技術部門統括(現任)

14千株
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有当社
株 式 数

３
ほん

本
ま

間
とし

利
お

雄
(昭和27年８月２日生)

昭和50年４月　㈱北越銀行入行

平成14年４月　同行長岡新産支店長

平成16年４月　同行新町支店長

平成18年４月　同行直江津支店長

平成20年４月　当社常務執行役員管理部長

平成21年６月　当社取締役常務執行役員管理

　　　　　　　部長

平成23年６月　当社常勤監査役

平成25年６月　当社代表取締役ＣＯＯ

　　　　　　　管理部門統括

平成29年４月　当社代表取締役ＣＦＯ

　　　　　　　経理・財務部門統括(現任)

10千株

４
びょん

邊
 

　
じぇ

宰
ひょん

賢
(昭和31年７月10日生)

昭和57年10月  三星物産㈱機械輸入事業部 部長

平成12年７月　㈱ＤＩ社長

平成19年１月　㈱Exicon 副社長

平成22年１月　TSUGAMI KOREA CO.,LTD.社長

平成24年４月　当社上席執行役員海外統括部付部長

　　　　　　　兼 TSUGAMI KOREA CO.,LTD.社長

平成24年６月　当社取締役上席執行役員海外

　　　　　　　統括部付部長 兼 TSUGAMI

              KOREA CO.,LTD.社長

平成25年６月　当社取締役顧問 兼 TSUGAMI

　　　　　　　KOREA CO.,LTD.社長 兼

　　　　　　　TSUGAMI Universal Pte.Ltd.社長

平成26年９月　当社取締役顧問 兼 TSUGAMI

　　　　　　　KOREA CO.,LTD.社長(現任)

0株
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有当社
株 式 数

５

※
なが

長
い

井
のぶ

伸
ゆき

行
(昭和31年11月18日生)

昭和54年４月  当社入社

平成12年６月　当社統括本部企画部長

平成16年４月　当社執行役員営業本部海外営

業部長

平成25年４月　当社上席執行役員購買部長

平成27年２月　当社上席執行役員生産管理部長

平成27年10月　当社専務執行役員生産管理部長

平成28年10月　当社経営顧問　本社管理部長

平成29年４月　当社経営顧問　長岡工場長 

兼 総務部長(現任)

53千株

６

※
おう

王
 

　
しょう

暁
くん

坤
(昭和46年11月７日生)

平成18年１月　㈱食研　入社

平成19年11月　栄成波徳隆食品有限公司　入

社　副総経理

平成23年３月　津上精密机床(浙江)有限公司

入社　営業部　副部長

平成25年１月　津上精密机床(浙江)有限公司

営業部　部長

平成25年８月　津上精密机床(浙江)有限公司

副総経理 兼 営業一部部長

平成27年12月　津上精密机床(浙江)有限公司

副総経理 兼 営業本部長

平成28年11月　津上精密机床(浙江)有限公司

董事 兼 副総経理 兼 営業本部長

(現任)

0千株

７
なか

中
がわ

川
たけ

威
お

雄
(昭和13年10月12日生)

平成11年５月　東京大学名誉教授(現任)

平成12年10月　ファインテック㈱代表取締役

社長

平成14年６月　日本ピラー工業㈱取締役

平成19年６月　ファナック㈱監査役(現任)

平成20年６月　当社社外取締役(現任)

平成26年２月　オーエスジー㈱取締役(現任)

平成27年４月　ファインテック㈱代表取締役

会長(現任)

平成28年８月　シャープ㈱取締役(現任)

20千株

－ 30 －



候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（重要な兼職の状況）

所有当社
株 式 数

８
にし

西
やま

山
 

　
しげる

茂
(昭和23年３月４日生)

昭和46年６月　㈱三井銀行(現㈱三井住友銀

　　　　　　　行)入行

平成18年６月　㈱三井住友フィナンシャル

　　　　　　　グループ代表取締役副社長

平成20年12月　ホウライ㈱代表取締役社長

平成22年６月　同社代表取締役社長 兼

　　　　　　　社長執行役員

平成25年６月　当社社外取締役(現任)

平成25年６月　三井製糖㈱監査役(現任)

0株

９
しま

島
だ

田
くに

邦
お

雄
(昭和34年８月16日生)

昭和61年４月　弁護士登録

　　　　　　　岩田合同法律事務所弁護士

平成３年10月　ニューヨーク州弁護士登録

平成12年６月　みずほ債権回収㈱常務取締役

　　　　　　　(現任)

平成22年７月　島田法律事務所代表パートナ

　　　　　　　ー(現任)

平成23年６月　当社社外取締役(現任)

平成25年11月　ヒューリックリート投資法人

　　　　　　　監督役員(現任)

0株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．中川威雄氏、西山茂氏および島田邦雄氏は、社外取締役候補者であります。

３．中川威雄氏および島田邦雄氏は、東京証券取引所へ独立役員として届出ております。

４．中川威雄氏、西山茂氏および島田邦雄氏を社外取締役として選任をお願いしますのは、高

い見識と豊富な実務経験を有しており、当社の経営に大所高所からアドバイスをいただけ

るものと判断したためであります。

５．当社は、中川威雄氏が代表取締役会長を務めますファインテック㈱へ製品等の販売（平成

29年3月期実績0.6百万円）がありますが、僅少であり当該取引に起因する独立性への影響

はなく、社外取締役、独立役員としての職務が適切に遂行できるものと考えております。

また、西山茂氏が平成20年6月まで取締役を務めておりました㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ傘下の㈱三井住友銀行は、当社の主要取引金融機関であります。

その他の取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

６．当社は、中川威雄氏、西山茂氏および島田邦雄氏との間で会社法第427条第１項の規定に基

づき会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。３氏が取

締役に再任されました場合、当社は３氏との間で、当社定款および会社法第427条第１項の

規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり

ます。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額

といたします。

７．中川威雄氏、西山茂氏および島田邦雄氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外

取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、中川威雄氏が９年、西山茂氏が４

年、島田邦雄氏が６年であります。
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第２号議案　監査役１名選任の件

監査役 山田健司氏は、本株主総会終結の時をもって任期満了により退任いた

します。つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有当社
株 式 数

よね

米
やま

山
けん

賢
じ

司
(昭和40年３月７日生)

昭和63年４月　㈱北越銀行入行

平成23年４月　同行石山支店長

平成25年４月　同行神田支店長

平成27年４月　当社管理部付顧問 経理担当

平成27年10月　当社常勤顧問管理部付部長 財務・総

務担当

平成28年４月　当社常勤顧問管理部付部長 経理担当

平成29年４月　当社常勤顧問 経理部担当(現任)

0株

　(注)候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

－ 32 －



第３号議案　当社執行役員およびこれに準ずる使用人に対して、特に有利な条件によ

　り株式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約権の募集事項

　の決定を当社取締役会に委任する件

　会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社執行役員およびこれ

に準ずる使用人に対して、株式報酬型ストックオプションとして特に有利な条件によ

り発行する新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に委任することにつきご承

認をお願いするものであります。

１．特に有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする

理由

　当社は、当社の株価や業績との連動性をより高め、株価上昇によるメリットの

みならず株価下落によるリスクまでも株主と共有することにより、株価上昇およ

び業績向上への意欲や士気を高めることを目的として、株式報酬型ストックオプ

ションとして新株予約権を無償で発行するものであります。

２．本株主総会において決定する事項に基づいて募集事項の決定をすることができる

新株予約権の内容および数の上限

　(1) その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の数の上限

下記(3)に定める内容の新株予約権86個を上限とする。

　なお、新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総

数は、当社普通株式86,000株を上限とし、下記(3)①により対象株式数（以下に

定義する。）が調整された場合は、調整後対象株式数に上記新株予約権の上限

数を乗じた数を上限とする。

　(2) その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権につき、金

銭の払込みを要しないこととする。

(3) その委任に基づいて募集事項の決定をすることができる新株予約権の内容

①新株予約権の目的である株式の種類および数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目

的である株式の数（以下、「対象株式数」という。）は1,000株とする。

　ただし、本株主総会における決議の日（以下、「決議日」という。）後、当

社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。

以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、対象株

式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切

り捨てるものとする。

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×株式分割・株式併合の比率

　また、上記のほか、決議日後、対象株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株式数を調整する。
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②新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使す

ることにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円と

し、これに対象株式数を乗じた金額とする。

③新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を割り当てる日の翌日から20年以内とする。

④新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資

本準備金に関する事項

ⅰ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の

１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものと

する。

ⅱ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の

額は、上記ⅰ記載の資本金等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の

額を減じた額とする。

⑤譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要するものとする。

⑥新株予約権の取得条項

　当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で承認されたとき、または当社が

完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画が株主総会で承認された

ときは、取締役会が別途定める日に、当社は新株予約権を無償で取得すること

ができる。

⑦新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端

数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

⑧その他新株予約権の行使の条件

ⅰ 新株予約権者は、上記③の期間内において、原則として当社の取締役、監査

役、執行役員およびこれに準ずる使用人のいずれの地位をも喪失したときに限

り、新株予約権を行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日から７営業日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

ⅱ その他の新株予約権行使の条件については、取締役会において定めるものと

する。

以　上
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株主総会会場ご案内図

新潟県長岡市東蔵王１丁目１番１号　㈱ツガミ長岡工場会議室

電話　0258(35)0850(代)

路線バス
ターミナル

タクシー

乗場

送迎バス

乗場13番

商店街
イトー

ヨーカドー

丸大

至東京

至小千谷

大
手
通
り
交
叉
点

交
番

労金

チャレンジャー北長岡店

通用門

当社長岡工場

至新潟

倉敷機械

至新潟
JR長岡駅からの交通

(2)路線バス利用：駅前西口（大手口）方面 バスター

ミナル13番(精神医療センター・エコトピア寿線、

江陽団地線）のバスに乗車し「チャレンジャー

北長岡店」で下車してください。
（乗車時間約15分）

(3)タクシー利用：駅前タクシー乗場よりご乗車に

なり行先は「ツガミ」と告げてください。

（乗車時間約10分）

長 岡 駅
(1)送迎バス利用：駅大手口より送迎バスを

運行いたします。

運行時間は午前９時10分、９時20分です。

※通用門よりご来場ください。


